
 
被災地域における在宅就業等支援対策に関する連絡協議会について 

 
 
１ 目的 

  被災地域での母子家庭の母、障害者等を主な支援対象として、被災地にお

ける雇用機会の創出に向けて、在宅就業等を支援する方策について検討する

ことを目的として、復興大臣の研究会として、有識者をメンバーとする連絡

協議会を開催する。 

 

２ 検討事項 

在宅就業を巡る現状と課題を把握した上で、在宅就業等を支援する方策に

ついて、有識者からご意見をいただき検討する。 

 

３ 構成員 

  別紙のとおりとする。 

 

４ 開催 

平成 24 年４月に第１回目を開催し、夏を目処に議論の整理ができるよう検

討を進める。 

 

５ 公開 

  本連絡協議会は、その会議、議事録を公開する。 

 

６ 庶務 

 連絡協議会の庶務は、復興庁在宅就業等支援検討グループにおいて処理す

る。 
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